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街並み再生方針 区素案からの変更内容 資料 4 

区案 
（変更後） 

区素案 
（変更前） 

１ 整備の目標 

新宿駅東口地区（以下、「本地区」という。）は、世界一の乗降客数を誇

る新宿駅の東側に位置し、靖国通りや甲州街道、環状５の１号線に囲まれた

地区である。百貨店や老舗、名店等が集まる国内有数の商業集積地であり、

国内外から多数の来街者が訪れ、日本を代表する国際的な商業・観光の拠点

としての発展が期待されている。 

本地区は、特定都市再生緊急整備地域の「新宿駅周辺地域」内に位置して

おり、地域整備方針として、「商業、文化等の集積による多様な魅力を備え

回遊性のある観光・交流拠点を形成」や「新宿駅周辺における歩行者交通機

能の改善・強化」等が掲げられている。また、「都市づくりのグランドデザ

イン」（平成 29 年 9 月）においても「個性的な商業施設や、芸術・文化、

娯楽などの多様な機能が集積し、訪れて楽しく、活力が感じられるまちの形

成」といった地域の将来像が示されている。 

一方、本地区では、多くの建築物が老朽化しており、建替えによる賑わい

の維持・増進等のための機能更新や、地区の防災性向上が求められている。

また、地区内の主要な歩行者動線となっている地下通路と地上を結ぶバリア

フリー動線の不足や、歩行者と車両の交錯など、歩行者環境の課題を抱えて

いる。 

こうした状況をふまえ、「新宿駅東口地区まちづくりビジョン（以下、

「まちづくりビジョン」という。）」（平成 31 年 3 月）においては、「日

本を代表する賑わいと歩きたくなるまち～駅を中心とした２つの拠点と新宿

通りを中心とした賑わい交流軸の形成～」をまちの将来像に掲げ、新宿駅を

１ 整備の目標 

新宿駅東口地区（以下、「本地区」という。）は、世界一の乗降客数を誇

る新宿駅の東側に位置し、靖国通りや甲州街道、環状５の１号線に囲まれた

地区である。百貨店や老舗、名店等が集まる国内有数の商業集積地であり、

国内外から多数の来街者が訪れ、日本を代表する国際的な商業・観光の拠点

としての発展が期待されている。 

本地区は、特定都市再生緊急整備地域の「新宿駅周辺地域」内に位置して

おり、地域整備方針として、「商業、文化等の集積による多様な魅力を備え

回遊性のある観光・交流拠点を形成」や「新宿駅周辺における歩行者交通機

能の改善・強化」等が掲げられている。また、「都市づくりのグランドデザ

イン」（平成 29年 9月）においても「個性的な商業施設や、芸術・文化、娯

楽などの多様な機能が集積し、訪れて楽しく、活力が感じられるまちの形

成」といった地域の将来像が示されている。 

一方、本地区では、容積率が既存不適格である老朽建築物が多く残ってお

り、建替えによる賑わいの維持・増進等のための機能更新や、地区の防災性

向上が求められている。また、地区内の主要な歩行者動線となっている地下

通路と地上を結ぶバリアフリー動線の不足や、歩行者と車両の交錯など、歩

行者環境の課題を抱えている。 

こうした状況をふまえ、「新宿駅東口地区まちづくりビジョン（以下、

「まちづくりビジョン」という。）」（平成 31年 3月）においては、「日本

を代表する歩きたくなるまち～駅を中心とした２つの拠点と新宿通りを中心

とした賑わい交流軸の形成～」をまちの将来像に掲げ、新宿駅を中心とした
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区案 
（変更後） 

区素案 
（変更前） 

中心とした「交流機能と新宿の顔を備えた交通結節拠点」及び新宿三丁目駅

を中心とした「商業や観光による賑わいの拠点」とそれらを結ぶ賑わい交流

軸である新宿通りから、地区全体に賑わいある歩行者空間を段階的に広げる

こととしている。 

今後、老朽化した建築物の機能更新の機会を捉え、地区全体において一定

規模以上の建築物の個別建替えや、敷地の共同化を促進し、新宿らしい賑わ

いの維持発展や安全・安心で快適なまちづくりを推進することにより、以下

の目標の実現を図る。 

 

（１） 国際集客都市の形成 

国内外から多くの来街者等が訪れるまちとして、多様な人々が快適

に楽しむことができる賑わいあるまちづくりを推進する。 

（２） 歩行者優先で回遊性の高いまちの形成 

歩行者の回遊性と利便性を向上させ、ユニバーサルデザインに配慮

した、歩いて楽しいまちづくりを推進する。 

（３） 安全・安心で快適な都市環境の形成 

災害時の対応力を高め、誰もが安全・安心に滞在できるまちづく

り、環境に配慮した潤いあふれるまちづくりを推進する。 

 

 

 

 

「交流機能と新宿の顔を備えた交通結節拠点」及び新宿三丁目駅を中心とし

た「商業や観光による賑わいの拠点」とそれらを結ぶ賑わい交流軸である新

宿通りから、地区全体に賑わいある歩行者空間を段階的に広げることとして

いる。 

今後、老朽化した建築物の機能更新の機会を捉え、地区全体において一定

規模以上の建築物の個別建替えや、敷地の共同化を促進し、新宿らしい賑わ

いの維持発展や安全・安心で快適なまちづくりを推進することにより、以下

の目標の実現を図る。 

 

１ 国際集客都市の形成 

国内外から多くの来街者等が訪れるまちとして、多様な人々が快適に楽

しむことができる賑わいあるまちづくりを推進する。 

２ 歩行者優先で回遊性の高いまちの形成 

歩行者の回遊性と利便性を向上させ、ユニバーサルデザインに配慮し

た、歩いて楽しいまちづくりを推進する。 

３ 安全・安心で快適な都市環境の形成 

災害時の対応力を高め、誰もが安全・安心に滞在できるまちづくり、環

境に配慮した潤いあふれるまちづくりを推進する。 
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区案 
（変更後） 

区素案 
（変更前） 

２ 整備すべき公共施設・その他公益的施設に関する事項 

（１）ゆとりある歩行者空間の整備（区素案のとおり） 

（２）重層的なネットワークの整備 

①地上と地下を結ぶ縦動線の整備 

重層的な歩行者ネットワークの充実を図るため、各地下ネットワーク

〔街並み再生方針図２〕の沿道において、地上と地下を結ぶバリアフ

リーの縦動線を整備する。 

②地下ネットワークの拡充 

歩行者の回遊性の更なる向上を図るため、各地下ネットワーク沿道に

歩行者の滞留空間を整備する。 

（３）歩行者環境の改善に資する車両機能の整備 

①車両流入抑制の推進 

地区内部への車両流入を抑制し、歩行者環境の改善を図るため、地区

外縁部へ集約駐車場、公共的駐輪場及びシェアサイクルポートを整備

する。 

②地域物流の適正化 

地区内部における共同荷さばきの運用を推進し、歩行者環境の改善を

図るため、地区外縁部へ共同荷さばき駐車施設を整備する。 

（４）広場状空地の整備（区素案のとおり） 

 

３ 土地の区画形質の変更に関する基本的事項 

・老朽化した建築物等の機能更新を図るため、地区全体において一定規模

２ 整備すべき公共施設・その他公益的施設に関する事項 

（１）ゆとりある歩行者空間の整備（略） 

（２）重層的なネットワークの整備 

①地上と地下を結ぶ縦動線の整備 

重層的な歩行者ネットワークの充実を図るため、地下通路の沿道

において、地上と地下を結ぶバリアフリーの縦動線を整備する。 

 

②地下ネットワークの拡充 

歩行者の回遊性の更なる向上を図るため、地下通路沿道に歩行者

の滞留空間を整備する。 

（３）歩行者環境の改善に資する車両機能の整備 

①車両流入抑制の推進 

地区内部への車両流入を抑制し、歩行者環境の改善を図るため、

地区外縁部へ集約駐車場を整備する。 

 

②地域物流の適正化 

地区内部における集約荷さばきの運用を推進し、歩行者環境の改

善を図るため、地区外縁部へ共同荷さばき駐車施設を整備する。 

（４）広場状空地の整備（略） 

 

３ 土地の区画形質の変更に関する基本的事項 

良好な街並みの形成と土地の合理的かつ健全な高度利用及び都市機能
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区案 
（変更後） 

区素案 
（変更前） 

以上の建築物の建替えを誘導する。 

・通りや街区の特性に応じた歩行者動線の形成や地区の拠点性を高める新

たな都市機能の集積を図るため、更なる敷地統合を誘導する。 

４ 建築物等に関する基本的事項 

各幹線ネットワーク沿道の建築物について、土地の高度利用と都市機能の

更新を図る場合にあっては、以下の事項に基づいて整備する。 

（１）建築物等の配置、形態及び意匠 

① 建築物の壁面の位置の制限（区素案のとおり） 

② 建築物の高さの制限 

・統一感のある魅力的な街並みを形成するため、建築物の高さの

最高限度を 70ｍ（各幹線ネットワーク及び各地区内回遊ネット

ワーク〔街並み再生方針図１〕に位置付けられた道路の境界線

から３ｍ以内の区域においては、50ｍ）とする。 

③ 容積率の最低限度（区素案のとおり） 

④ 建蔽率の最高限度 

・良好な市街地環境の確保を図るため、建蔽率の最高限度を 70％

とする。ただし、耐火建築物の場合は、90％とする。 

⑤ ～ ⑧（区素案のとおり） 

（２）建築物の用途 （区素案のとおり） 

５ 緑化に関する基本的事項 

潤いのある街並みを形成し、地区の特性に応じた多様なみどりを創出す

るため、建築物の屋上緑化や壁面緑化を推進する。 

の集積を図るため、各幹線ネットワーク沿道における一定の敷地面積

以上の個別建替えや、敷地の共同化を誘導する。 

 

４ 建築物等に関する基本事項 

各幹線ネットワーク沿道の建築物について、土地の高度利用と都市機能の

更新を図る場合にあっては、以下の事項に基づいて整備する。 

（１）建築物等の配置、形態及び意匠 

① 建築物の壁面の位置の制限（略） 

② 建築物の高さの制限 

・統一感のある魅力的な街並みを形成するため、建築物の高さの

最高限度を 70ｍ（各幹線ネットワーク及び各地区内回遊ネット

ワーク〔街並み再生方針図１〕に位置付けられた道路の境界線か

ら３ｍ以内の区域においては、50ｍ）とする。 

③  容積率の最低限度（略） 

④  建ぺい率の最高限度 

・良好な市街地環境の確保を図るため、建ぺい率の最高限度を

70％とする。ただし、耐火建築物の場合は、90％とする。 

⑤ ～ ⑧（略） 

（２）建築物の用途 （略） 

５ 緑化に関する基本的事項 

潤いのある街並みの形成し、地区の特性に応じた多様なみどりを創出す

るため、建築物の屋上緑化や壁面緑化を推進する。 
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区案 
（変更後） 

区素案 
（変更前） 

６ 実現に向けて講ずべき措置 

（１）街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し 

本方針に沿ったまちづくりを進めるため、地区の将来像の実現に必須と

なる貢献（貢献項目①）の評価を《①街並み再生の貢献に基づく容積率の

割増し（必須）》、より良好な地区の将来像の実現に係る貢献（貢献項目

②）の評価を《②街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し（選択

Ａ）》、適正な配置・規模・運用を考慮しながらより良好な地区の将来像

の実現に係る貢献（貢献項目③）の評価を《③街並み再生の貢献に基づく

容積率の割増し（選択Ｂ）》とし、以下の通り容積率の割増しを定める。

ただし、都市再生特別地区を定める場合には、本項の基準によらない評価

や容積率の設定を行うことができるものとする。 

① 街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し（必須） 

老朽化した建築物の機能更新を図るため、次に示す街並み再生の貢献項

目（必須）の内容が、「高度利用と都市機能の更新とを図る地区計画」

の地区整備計画に定められているとともに、敷地面積 450 ㎡以上の敷地

において、これらの整備を行う場合は、容積率の最高限度を、指定容積

率に 50％を加えたものとする。 

【街並み再生の貢献項目（必須）】 

ア 整備すべき公共施設 

本方針２「整備すべき公共施設・その他公益的施設に関する事項」におけ

る各幹線ネットワーク沿道の歩道状空地（幅員 0.3ｍ以上）の整備〔街並

み再生方針図３〕 

 

６ 実現に向けて講ずべき措置 

（１）街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し 

本方針に沿ったまちづくりを進めるため、地区の将来像の実現に必須と

なる貢献（貢献項目①）の評価を《街並み再生の貢献に基づく容積率の割

増し①》、より良好な地区の将来像の実現に係る貢献（貢献項目②）の評

価を《街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し②》、適正な配置・規

模・運用を考慮しながらより良好な地区の将来像の実現に係る貢献（貢献

項目③）の評価を《街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し③》とし、

以下の通り容積率の割増しを定める。 

 

I. 街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し① 

貢献項目①として、次に示す街並み再生の貢献項目の内容が高度利用と都

市機能の更新とを図る地区整備計画に定められているとともに、敷地面積

450㎡以上の敷地において、これらの整備を行う場合は、容積率の最高限

度を、指定容積率に 50％を加えたものとする。 

 

【街並み再生の貢献項目】 

ア 整備すべき公共施設 

本方針２「整備すべき公共施設・その他公益的施設に関する事項」におけ

る各幹線ネットワーク沿道の歩道状空地（幅員 0.3ｍ以上）の整備〔街並

み再生方針図２〕 
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区案 
（変更後） 

区素案 
（変更前） 

イ （区素案のとおり） 

② 街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し（選択 A） 

貢献項目②として、次に示す街並み再生の貢献項目の内容が、「高度利

用と都市機能の更新とを図る地区計画」の地区整備計画に定められてい

るとともに、敷地面積 450 ㎡以上の敷地において、街並み再生の貢献項

目（必須）を行い、次に示す街並み再生の貢献項目の整備を行う場合、

各貢献項目に応じた容積率を《①街並み再生の貢献に基づく容積率の割

増し（必須）》に加算することができる。ただし、この場合の容積率

（割増し①＋割増し②）の最高限度の上限は、指定容積率に 100％を加

えたものを上限とする。 

【街並み再生の貢献項目】 

ア 空地に関する事項 

各幹線ネットワーク又は各地区内回遊ネットワークもしくは各地

下ネットワークに接して、敷地内に接道延長の 1/2 以上、幅員２

ｍ以上かつ高さ４ｍ以上（各地下ネットワークに接するものにつ

いては、接道延長の 1/2 かつ幅員２ｍと同等の面積を有し、高さ

2.5ｍ以上）の日常一般に公開される滞留空間(ピロティ含む)を整

備する場合 整備面積（本方針４「建築物等に関する基本的事

項」における（１）建築物等の配置、形態及び意匠①で定める壁

面後退区域を除く。以下、同様とする。）に応じて上限 30％（次

の計算式による） 

《整備面積÷敷地面積×100％×6.0》 

イ （略） 

II. 街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し② 

貢献項目②として、次に示す街並み再生の貢献項目の内容が、高度利用

と都市機能の更新とを図る地区整備計画に定められているとともに、敷地

面積 450 ㎡以上の敷地において、貢献項目①を行い、貢献項目②の整備

を行う場合は、各貢献項目に応じた容積率を《容積率の割増し①》に加算

することができる。ただし、この場合の容積率（割増し①＋割増し②）の

最高限度の上限は、指定容積率に 100％を加えたものとする。 

 

 

【街並み再生の貢献項目】 

ア 空地に関する事項 

各幹線ネットワーク又は各地区内回遊ネットワーク、地下通路に

接して、接道延長の 1/2 以上、幅員２ｍ以上かつ高さ４ｍ以上の

日常一般に公開される滞留空間(ピロティ含む)を整備する場合 整

備面積（本方針４「建築物等に関する基本的事項」における

（１）建築物等の配置、形態及び意匠①で定める壁面後退区域を

除く。以下、同様とする。）に応じて上限 30％（次の計算式によ

る） 

《整備面積÷敷地面積×100％×6.0》 
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区案 
（変更後） 

区素案 
（変更前） 

イ 交通に関する事項 

各地下ネットワークに接続するエレベーター等のバリアフリー経

路を備えた動線を整備する場合 50％ 

③ 街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し（選択Ｂ） 

通りや街区の特性に応じた歩行者動線の形成や地区の拠点性を高める新

たな都市機能の集積を図るため、次に示す街並み再生の貢献項目の内容

のうち、地区の将来像の実現に資する項目を、敷地面積 900 ㎡以上の敷

地における地権者等の企画提案に基づき、「高度利用と都市機能の更新

とを図る地区計画」の地区整備計画に定める場合は、各貢献項目に応じ

た容積率を《①街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し（必須）》に

加算することができる。ただし、この場合の容積率（割増し①＋割増し

③）の最高限度の上限は、指定容積率に 200％を加えたものを上限とす

る。 

【街並み再生の貢献項目】 

ア 用途に関する事項 

(ア) 本方針４「建築物等に関する基本的事項」における「生活支援施

設」や「産業支援施設」を導入する場合 床面積に応じて上限

50％（次の計算式による。） 

《床面積÷敷地面積×100％×0.5（子育て支援施設の場合は、

1.0）》 

(イ) 本方針４「建築物等に関する基本的事項」における「宿泊・滞在

支援施設」や「文化・交流施設」を導入する場合 床面積に応じ

イ 交通に関する事項 

地下通路に接続するエレベーター等のバリアフリー経路を備えた

動線を整備する場合 50％ 

III. 街並み再生の貢献に基づく容積率の割増し③ 

貢献項目③として、次に示す街並み再生の貢献項目の内容のうち、地

区の将来像の実現に資する項目を、敷地面積 900㎡以上の敷地における

地権者等の企画提案に基づき、地区の将来像の実現に資する項目を高度

利用と都市機能の更新とを図る地区整備計画に定める場合は、貢献項目

①を行い、貢献項目③に応じた容積率を《容積率の割増し①》に加算す

ることができる。ただし、この場合の容積率（割増し①＋割増し③）の

最高限度の上限は、指定容積率に 200％を加えたものとする。 

 

【街並み再生の貢献項目】 

ア 用途に関する事項 

i. 本方針４「建築物等に関する基本的事項」における「生活支援施

設」や「産業支援施設」を導入する場合 床面積に応じて上限 50％

（次の計算式による。） 

《床面積÷敷地面積×100％×0.5（子育て支援施設の場合は、

1.0）》 

ii. 本方針４「建築物等に関する基本的事項」における「宿泊・滞在支

援施設」や「文化・交流施設」を導入する場合 床面積に応じて上

限 100％（次の計算式による。） 
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区案 
（変更後） 

区素案 
（変更前） 

て上限 100％（次の計算式による。） 

《床面積÷敷地面積×100％×1.0（宿泊施設に付随して整備する

滞在支援施設の場合は、0.5）》 

イ 空地に関する事項 

(ア) 各幹線ネットワーク又は各地区内回遊ネットワークもしくは各地

下ネットワークに接して、敷地内に接道延長の 1/2 以上、幅員２

ｍ以上かつ高さ４ｍ以上（各地下ネットワークに接するものにつ

いては、接道延長の 1/2 かつ幅員２ｍと同等の面積を有し、高さ

2.5ｍ以上）日常一般に公開される滞留空間(ピロティ含む)を整備

する場合 整備面積に応じて上限 30％（次の計算式による） 

《整備面積÷敷地面積×100％×6.0》 

(イ) 日常一般に公開し、一団の形態を成す面積 100 ㎡以上の広場状空

地を整備する場合 整備面積に応じて上限 100％（次の計算式に

よる） 

《整備面積÷敷地面積×100％×6.0》 

ウ 交通に関する事項 

(ア) 各地下ネットワークに接続するエレベーター等のバリアフリー経

路を備えた動線を整備する場合 50％ 

(イ) 各幹線ネットワークを結ぶ幅員６ｍ以上かつ高さ３ｍ以上の貫通

通路を設ける場合 整備面積に応じて上限 50％（次の計算式によ

る） 

《整備面積÷敷地面積×100％×6.0》 

《床面積÷敷地面積×100％×1.0（宿泊施設に付随して整備する滞

在支援施設の場合は、0.5）》 

イ 空地に関する事項 

i. 各幹線ネットワーク又は各地区内回遊ネットワークもしくは地下通

路に接して、接道延長の 1/2 以上、幅員２ｍ以上かつ高さ４ｍ以上

の日常一般に公開される滞留空間(ピロティ含む)を整備する場合 

整備面積に応じて上限 30％（次の計算式による） 

《整備面積÷敷地面積×100％×6.0》 

 

 

 

ii. 日常一般に公開し、一団の形態を成す面積 100 ㎡以上の広場状空地

を整備する場合 整備面積に応じて上限 100％（次の計算式によ

る） 

《整備面積÷敷地面積×100％×6.0》 

ウ 交通に関する事項 

i. 地下通路に接続するエレベーター等のバリアフリー経路を備えた動

線を整備する場合 50％ 

ii.幹線ネットワークを結ぶ幅員６ｍ以上かつ高さ３ｍ以上の貫通通路

を設ける場合 整備面積に応じて上限 50％（次の計算式による） 

《整備面積÷敷地面積×100％×6.0》 
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区案 
（変更後） 

区素案 
（変更前） 

(ウ) 新宿駅東口地区駐車場地域ルール（以下、「駐車場地域ルール」

という。）（平成 30 年 2 月 15 日新宿区告示 125 号）に規定す

る適用地区外縁部等において、隔地先としての駐車施設を整備す

る場合 整備面積に応じて上限 50％（次の計算式による） 

《整備面積÷敷地面積×100％》 

【隔地先としての駐車施設】 

隔地先としての駐車施設は、東京都駐車場条例（昭和 33 年 10

月１日東京都条例第 77号）の規定に基づき附置が義務付けられた

駐車施設を確保した上で、更に整備を行うものとする。ただし、

駐車場地域ルールを適用する場合は除く。 

(エ) 駐車場地域ルールに規定する適用地区外縁部等において、地域の

共同荷さばき駐車施設を整備する場合 整備面積に応じて上限

50％（次の計算式による） 

《整備面積÷敷地面積×100％》 

【地域の共同荷さばき駐車施設】 

地域の共同荷さばき駐車施設は、東京都駐車場条例の規定に基

づき附置が義務付けられた荷さばき駐車施設を確保した上で、更

に整備を行うものとする。ただし、駐車場地域ルールを適用する

場合は除く。 

(オ) 駐車場地域ルールに規定する適用地区外縁部等において、道路か

ら視認性の高い位置に出入り口を設けたシェアサイクルポートも

しくは公共的な駐輪場を整備する場合 整備面積に応じて上限

iii.新宿駅東口地区駐車場地域ルール（以下、「駐車場地域ルール」と

いう。）（平成 30年 2月 15日新宿区告示 125号）に規定する適用

地区外縁部において、隔地先としての駐車施設を整備する場合 整

備面積に応じて上限 50％（次の計算式による） 

《整備面積÷敷地面積×100％》 

【隔地先としての駐車施設】 

隔地先としての駐車施設は、東京都駐車場条例（昭和 33 年 10

月１日東京都条例第 77 号）の規定に基づき附置が義務付けられた

駐車施設を確保した上で、更に整備を行うものとする。ただし、

駐車場地域ルールを適用する場合は除く。 

iv. 駐車場地域ルールに規定する適用地区外縁部において、地域の共

同荷さばき駐車施設を整備する場合 整備面積に応じて上限 50％

（次の計算式による） 

《整備面積÷敷地面積×100％》 

【地域の共同荷さばき駐車施設】 

地域の共同荷さばき駐車施設は、東京都駐車場条例の規定に基

づき附置が義務付けられた荷さばき駐車施設を確保した上で、更

に整備を行うものとする。ただし、駐車場地域ルールを適用する

場合は除く。 

v. 駐車場地域ルールに規定する適用地区外縁部において、道路から

視認性の高い位置に出入り口を設けたシェアサイクルポートもし

くは公共的な駐輪場を整備する場合 整備面積に応じて上限 50％
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区案 
（変更後） 

区素案 
（変更前） 

50％（次の計算式による） 

《整備面積÷敷地面積×100％》 

エ ～ カ（区素案のとおり） 

（２）その他配慮すべき事項 

①新宿駅東口地区では、まちづくりビジョンに基づき、地区の回遊性の

形成と街並みの統一による賑わいの連続を図るため、各幹線ネットワ

ーク及び各地区内回遊ネットワーク沿道において、地域の合意形成に

応じ、段階的な区域の特性に応じた高さ、配列及び形態を備えた建築

物の整備を誘導する地区整備計画を定める地区計画の策定を進めてい

る。本方針に基づき街区再編まちづくりを進める際には、まちづくり

ビジョンとの整合に配慮し、各幹線ネットワーク及び各地区内回遊ネ

ットワーク沿道における地区の回遊性の形成と街並みの統一による賑

わいの連続との整合を図る。 

②（区素案のとおり）  

③社会情勢の変化等により、まちづくりビジョンを見直す必要が生じた

場合などには、地域全体としての調和や周辺地域への波及効果等を勘

案した上で、本方針を見直す。 

（次の計算式による） 

《整備面積÷敷地面積×100％》 

エ ～ カ （略） 

（２）その他配慮すべき事項 

①新宿駅東口地区では、まちづくりビジョンに基づき、地区の回遊性の形成

と街並みの統一による賑わいの連続を図るため、各地区内回遊ネットワー

ク沿道において、地域の合意形成に応じ、段階的な区域の特性に応じた高

さ、配列及び形態を備えた建築物の整備を誘導する地区整備計画を定める

地区計画の策定を進めている。本方針に基づき街並み再生を進める際に

は、まちづくりビジョンとの整合に配慮し、各地区内回遊ネットワーク沿

道における賑わいの創出やまち並みの統一に配慮する。 

 

 

②（略） 

③社会情勢の変化などにより、まちづくりビジョンを見直す必要が生じた場

合には、地域全体としての調和や周辺地域への波及効果等を勘案した上

で、本方針を見直す。 
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新宿駅東口地区 街並み再生方針図１（主要な通りの位置づけ）

区素案
変更前

12



新宿駅東口地区 街並み再生方針図１（主要な通りの位置づけ（地上））

区案
変更後

※各幹線ネットワーク及び各地区内回遊ネットワークに
位置付けられた道路の境界線から0.3ｍの壁面の位置の
制限を定める。

13
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新宿駅東口地区 街並み再生方針図２（主要な通りの位置づけ（地下））

区案
追加

15



新宿駅東口地区 街並み再生方針図２（公共・公益的施設））

区素案
変更前

■地上と地下を結ぶ縦動線の
整備イメージ
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新宿駅東口地区 街並み再生方針図３（公共・公益的施設（地上））

区案
変更後

17



18



新宿駅東口地区 街並み再生方針図４（公共・公益的施設（地下））

区案
追加

地上と地下を結ぶ

地上と地下を結ぶ

■地上と地下を結ぶ縦動線・
滞留空間等の整備イメージ
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